
◎入札公告（電子調達） 

 

 地方自治法施行令（昭和22 年政令第16 号。以下「令」という。）第１６７条の６の規定に基づき、一般競

争入札について次のとおり公告する。 

 

   令和８年９月９日 

茨城県流域下水道事務所長 安 正弘 

 

１ 入札に付する事項 

 (1) 委託業務の名称 

０８国補小貝流下  第０８－０９－０９８－０－０５１号 

０７国補小貝流下  第０７－０９－０９８－０－０５６号 合併 

管渠点検調査業務委託（小貝川東部流域） 

 (2) 業務委託の内容 

   管渠点検調査業務 

・テレビカメラ調査工 Ｌ＝４，５００ｍ 

・マンホール目視調査工 Ｎ＝４６箇所 

   その他詳細は仕様書等による 

 (3) 履行期間 

   契約締結日の翌日から令和９年３月１５日まで 

 (4) 履行場所 

 小貝川東部流域下水道 つくば下妻幹線外 

 つくば市 寺具 地内外 

 

２ 担当部局 

  (1) 入札契約に関すること 

  〒300-0032 茨城県土浦市湖北２丁目８番１号 

   茨城県流域下水道事務所  総務課  担当 古川 

電 話 ０２９－８８６－４８４０ 

   ＦＡＸ ０２９－８２３－１６２６ 

   Email  ryuge@pref.ibaraki.lg.jp 

(2) 業務内容に関すること   

〒300-0032 茨城県土浦市湖北２丁目８番１号 

  茨城県流域下水道事務所  工務課  担当 上田 

電 話 ０２９－８８６－４８４２ 

   ＦＡＸ ０２９－８２３－１６２６ 

 

３ 入札参加資格 

 (1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当していない者及び同

条第２項の規定に基づく茨城県の入札参加の制限を受けていない者であること。 

 (2) 茨城県物品調達等競争入札参加者資格審査要項（平成８年茨城県告示第２５４号）に基づく物品調達等

競争入札参加資格を有する者であること。ただし、茨城県物品調達等登録業者指名停止基準に基づく、

指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

 (3) 茨城県内の流域下水道又は公共下水道の管渠内テレビカメラ調査について、元請として受託したものの

うち、平成２８年４月１日から令和８年３月３１日の期間に完了した実績があること。 

 (4) 茨城県内に本店または茨城県への入札・契約等を委任した支店等を有すること。 

(5) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続き開始の申し立てがなされている者又は民

事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者でないこ

と。（更生計画の認可決定後又は再生計画の認可決定が確定した後に茨城県知事が一般競争入札参加資

格の再認定をしたものを除く。） 



(6) 茨城県暴力団排除条例（平成２２年茨城県条例第３６号）第２条第１号から同条第３号に規定する者で

ないこと。 

 

４ 資料の提出、入札及び通知の方法 

  この調達は、資料の提出、入札及び通知等を電子調達システムにより行う対象案件である。 

  電子調達システム  URL：https://ebid2.cals-ibaraki.lg.jp/CALS/Accepter/index.jsp 

  なお、電子調達システムによりがたい者は、２の担当部局の承諾を得て紙入札方式に変えるものとする。 

  紙入札の承諾に関しては、２の担当部局に紙入札方式参加承認願を電子メール、FAX、郵送又は持参により

提出するものとする。 

 

５ 入札説明書の閲覧期間及び場所 

 (1) 茨城県物品役務入札情報サービス 

  ア 期間  入札公告の日から令和８年９月２９日（火）まで 

  イ URL   http://ppi2.cals-ibaraki.lg.jp/koukai/do/Accepter 

  (2) 茨城県流域下水道事務所 

  ア 期間  入札公告の日から令和８年９月２９日（火）までの午前９時から午後５時まで。（正午から

午後１時までを除く） 

ただし、茨城県の休日を定める条例（平成元年茨城県条例第７号）に定める休日を除く。 

  イ 場所  茨城県土浦市湖北２丁目８番１号 茨城県流域下水道事務所 １階 事務室 

 

６ 入札説明書等に関する質問 

(1) この入札に参加しようとする者（以下「競争入札参加者」という。）は、入札説明書、仕様書等に対す

る質問がある場合は、次のとおり電子調達システムにより質問すること。 

 ア 質問受付期間  公告の日から令和８年９月１５日（火）午前１１時まで。 

なお、これ以降に到達したものについては、回答しないので留意すること。 

  イ 質問受付先   ２の担当部局に同じ 

  ウ 方法      質問は電子調達システムにより提出すること。 

ただし、紙入札により参加の場合は、電子メール、FAXによる質問も認める。 

 (2) 質問に対する回答日時及び方法は、次のとおりとする。 

  ア 日時      令和８年９月１７日（木）午後５時まで 

  イ 方法      電子調達システムの質問・回答機能により回答する。 

ただし、紙入札により参加の場合は、電子メール、FAXにより回答する。 

 

７ 入札参加資格等の確認 

 競争入札参加者は、次のとおり電子調達システムを使用して電磁的記録をファイルに記録する方法、電子

メール、FAX、郵送又は持参により、一般競争入札参加資格確認申請書（以下「確認申請書」という。）に3

（3）に係る証明書を添付して提出し、入札参加資格の確認を受けなければならない。 

 (1) 提出期限  令和８年９月２９日（火）午前１１時まで。 

なお、電子メール、FAX、郵送又は持参の場合は、提出期限までに必着のこと。 

 (2) 提出方法 

電子調達システムにより確認申請書及び入札参加資格に係る証明書をTIFF等の画像形式で提出すること。

なお、電子調達システムに添付する資料の容量が大きく添付できないときは、電子調達システムにより入

札参加登録シート（txtファイル）を提出し、確認申請書及び入札参加資格に係る証明書は郵送、持参又

は２に記載の所属メールアドレスへの送信により提出すること。また、紙入札により参加する場合は、電

子メール、FAX、郵送又は持参により提出すること。 
 (3) 提出先 

   ２の担当部局に同じ。 

 (4) 受付通知及び結果通知 

  ア 電子調達システムにより確認申請書を受理した場合は、証明書等受付通知書を発行する。 

イ その他提出方法によって確認申請書を受理した場合は、確認申請書記載の連絡先へ通知する。 



ウ 入札参加資格の合格・不合格について審査し、令和８年１０月１日(木)午後５時までに、証明書等審 

査結果通知書を発行する。なお、参加資格が「不合格」の場合は、その理由を付する。 

 

８ 入札書の提出方法及び開札場所等 

 競争入札参加者は、前記6(2)の「質問に対する回答」を必ず確認し、次のとおり入札書を提出すること。 

(1) 入札書の提出方法 

電子調達システムを使用して、入札書に記載すべき事項を記録した電磁的記録を、電子計算機に備えら

れたファイルに記録する方法により行う。 

また、紙入札による場合は、入札書に必要事項を記入のうえ電子メール、郵送又は持参により、２の担

当部局に提出すること。 

なお、電子メールの場合には、標題を「【入札書】調達案件名、競争入札参加者の名称」とし、本文に

入札に係る案件番号及び調達案件名、開札日、競争入札参加者の商号又は名称を表記し、入札書を添付す

ること。 

また、郵送又は持参の場合には、封書のうえ、表に入札に係る案件番号及び調達案件名、開札日、競争

入札参加者の商号又は名称を表記し、更に「入札書在中」と朱書きするものとする。 

郵送の場合は簡易書留とすること。 

落札決定に当たっては、予定価格に110分の100を乗じて得た価格の範囲内で、最低の価格をもって申込

みをした者を落札者とするので、競争入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免

税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額（整数）を記載すること。 

なお、提出した入札書は、いかなる理由があっても書き換え、引き替え、又は撤回することができない。 

 (2) 入札書の提出期限 

   電子調達システムによる提出の場合は、競争入札参加資格の確認を得た日から令和８年１０月７日（水）

午後５時までにシステムのファイルへの記録すること。 

   なお、電子メール、郵送又は持参の場合は、上記日時までに上記２の担当部局に必着のこと。 

 (3) 開札日時及び場所 

   イ 日時  令和８年１０月８日（木）午前１０時００分 

ア 場所  茨城県流域下水道事務所 １階 事務室 

 

９ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金 

   競争入札参加者は、入札金額の100分の5以上の額の入札保証金を納付しなければならない。ただし、

茨城県財務規則(平成5年茨城県規則第15号。以下「財務規則」という。)第143条第2項各号いずれか

に該当する場合においては、入札保証金の全部又は一部の納付を免除する。 

(2) 契約保証金 

   落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を納付しなければならない。ただし、財務規則第

138条第2項各号いずれかに該当する場合においては、契約保証金の全部又は一部の納付を免除する。 

 

10 入札の無効 

  次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

 (1) 入札について談合その他不正行為があったと認められるとき 

 (2) 入札参加資格がない者がした入札 

 (3) 入札書に記載すべき事項の記録がない電磁的記録又は記録した事項が明らかでない電磁的記録による 

   入札 

 (4) 所定の入札保証金を納付しない者又は納付した入札保証金の額が所定の率による額に達しない者がし 

   た入札（免除された者は除く。） 

 (5) 電報、電話及びFAXによる入札 

 (6) 虚偽の確認申請書を提出した者がした入札 

 (7) 電子証明書を不正に使用した入札 

  (8) 指定の日時までに電子調達システムのファイルに記録されなかった入札 

  (9) 紙入札において、記名を欠くとき 



 (10) 紙入札において、誤字又は脱字等により意思表示が不明確である入札を行ったとき 

 (11) 紙入札において、首標金額を訂正した入札を行ったとき 

  (12) 紙入札において、同一の入札に２通以上の入札を行ったとき 

 (13) 証明書等審査結果通知書により入札参加資格があると認められた者であっても、資格確認の日から入札

日までの間に指名停止措置を受けた者のした入札は、無効とする。 

 (14) その他この公告に示す条件に反した者がした入札 

 

11 落札者の決定方法等 

 (1) 財務規則第１４６条の規定に基づき作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とする。 

ただし、落札となるべき価格の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに電子調達システムによる電

子くじにより落札者を決定するものとする。 

 (2) 落札者がいない場合は、再度入札を行うこととし、日程等については別に通知する。 

 

12 入札の辞退 

  競争入札参加者が入札を辞退する場合は、8(2)の入札書の提出期限までに電子調達システムにより必ず辞

退処理を行うこと。 

  ただし、紙入札により参加した者が入札を辞退する場合は、２の担当部局へ電子メール、FAX、郵送又は持

参により提出期限までに到着するよう辞退届を提出するものとする。 

 

13 再度入札等 

 (1) 再度入札は１回とする。 

 (2) 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

 (3) 再度入札を行っても落札者がいないときは、その入札における最低価格を入札した者に見積書の提出を 

  求め、随意契約に移行する場合がある。 

 

14 契約書作成の要否 【 要 】 

 

15 詳細は入札説明書による。 

 

16 その他 

 (1) システム障害、天災が原因の停電等により入札・開札事務が処理できない場合は、入札・開札の延期 

  又は紙による入札書を使用して行う入札への移行の措置を講ずるものとする。 

   なお、入札・開札の延期又は紙による入札書を使用して行う入札への移行の措置を講ずる場合は、電話、

電子メール、FAX、電子調達ホームページ等により必要な事項を連絡するものとする。 

 (2) 競争入札参加者等は、入札後、この公告、仕様書等についての不明を理由として、異議を申し立てるこ

とはできない。 

 (3) 競争入札参加者又は契約の相手方が本件調達に関して要した費用は、すべて当該競争入札参加者又は当

該契約の相手方が負担するものとする。 

 (4) 本業務委託の入札は、同一業務の業務委託に係る競争入札であり、以下の順により同日に開札する。 

 

① ０７国補湖流下  第０７－０９－１０４－０－０５５号 

管渠点検調査業務委託（霞ケ浦湖北流域下水道） 

 

② ０８国補小貝流下 第０８－０９－０９８－０－０５１号 

０７国補小貝流下 第０７－０９－０９８－０－０５６号 合併 

    管渠点検調査業務委託（小貝川東部流域下水道） 

 

③ ０８国補鬼怒流下 第０８－０９－０４９－０－０５１号 

０８国補利左流下 第０８－０９－１５８－０－０５１号 



０７国補鬼怒流下 第０７－０９－０４９－０－０５５号 

０７国補利左流下 第０７－０９－１５８－０－０５４号 合併 

管渠点検調査業務委託（利根左岸さしま流域外） 

 

   先行して開札された業務の落札者は、同日に実施されるその後の同一業務の入札に参加できない。

この場合においては、既に提出された入札書は開封せず、無効として取り扱う。 


